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主 文

被告人は無罪。

理 由

【公訴事実の要旨】

被告人は，名古屋市ａ区ｂｃ丁目ｄ番地所在のＡにおいて，産婦人科医師として

医療業務に従事していた者であるが，平成１２年８月３１日午前１０時ころから同

日午後３時２６分ころまでの間，前期破水を起こしたため入院した妊娠３７週のＢ

（当時３１歳。）に対する分娩介助を行うにあたり，陣痛の発来が認められないた

め，陣痛を誘発して早期に分娩させるべく，Ｂに対し，いずれも陣痛誘発剤である

プロスタルモン・Ｅ錠及びプロスタルモン・Ｆ注射液を投与したところ，同日午後

２時３０分ころ以降，胎児に徐脈傾向が見られ，胎児仮死が懸念されたことから，

同日午後３時過ぎころ，Ｂの分娩を早めるため，急速遂娩法であるクリステレル法

及び吸引分娩法を施し，同日午後３時２６分ころ，Ｂが男児を分娩し，その際子宮

頚管裂傷を負ったものであるが，かかる場合，産婦人科医師としては，上記プロス

タルモン・Ｅ錠及びプロスタルモン・Ｆ注射液には，副作用として，分娩時に子宮

頚管裂傷を生じさせるおそれがある上，急速遂娩法であるクリステレル法及び吸引

分娩法には，自然分娩に比して，子宮頚管裂傷を生じさせるおそれが高く，かつ，

子宮頚管裂傷は，早期に適切な処置を施さなければ，出血性ショックにより死に至

るおそれがあることを十分予見できたのであるから，分娩後のＢの内診及び視診を

十分に行って，子宮頚管裂傷の有無を精査し，早期に裂傷を発見して止血等の措置

を講じ，その間，Ｂが多量の出血により出血性ショック状態に陥っているのを認め

た場合には，直ちに，出血量に応じた輸液措置を講じて血圧の回復を図るとともに，

以後も出血が継続する事態に備えて，予め輸血用血液を手配し，なお，Ｂに対し，

膣鏡を用いた内診や視診を行っても出血部位が発見できず，その出血状態を速やか

に回復するための措置をとることができないのであれば，より高度の医療処置を受

けさせるべく，人員，設備等が備わった高次の病院に直ちにＢを転院させるなどし
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て，Ｂの死亡を未然に防止すべき業務上の注意義務があるのに，これを怠り，Ｂの

分娩直後の時点において，内診や視診を十分に行わなかったため，分娩時にＢが負

った子宮頚管裂傷を見落とし，その後，助産師のＣから同日午後５時２０分ころに

約２００グラム，同日午後５時４５分ころに約３００グラムの新たな出血がＢに認

められた旨の連絡を受け，同日午後６時８分ころ，Ｂに対する診察，治療を再開し，

同日午後６時１６分ころ，膣鏡を用いた内診や視診を行った際も，十分な視診を行

わなかったため，再びＢの子宮頚管裂傷を見落とした上，そのころ新たに認められ

た約７１０グラムの出血を含めた多量の出血により，Ｂが，同日午後５時４５分こ

ろ以降血圧が著しく低下し，貧血によるめまいも認められ，出血性ショック状態に

陥っているのが明らかな状態であったから，直ちに，出血量に応じた輸液措置を講

じて血圧の回復を図るとともに，以後も出血が継続する事態に備えて，予め輸血用

血液を手配するべきであったにもかかわらず，Ｂの出血原因は弛緩出血であり，昇

圧剤と子宮収縮剤の投与等の処置により止血できるものと軽信し，同日午後７時１

５分ころに至るまで，Ｂに対する輸血用血液の手配も行わないまま，Ｂに対して十

分な輸液措置を講じず，さらに，その後もＢの出血部位が発見できず，Ｂの出血状

態を回復するための措置を講ずることができなかったのであるから，直ちにＢを高

次の病院に転院させるべきであったのに，転院等の措置を講じなかった過失により，

同日午後１０時１０分ころ，同所において，Ｂを子宮頚管裂傷による出血性ショッ

クにより死亡させた。

【Ｂの出産から死亡するに至るまでの経過等】

関係証拠によれば，次の事実が認められる。

１ Ｂは，美容師として働く健康な女性であったところ，平成１２年１月１７日，

Ａで初めて診察を受け，妊娠と診断され，以後，初めての出産に備えて，Ａで定

期的に診察を受けていた。

２ Ｂは，同年８月３０日夜に自宅で破水したことから，翌日である同月３１日午

前１０時ころＡに赴いて被告人の診察を受けた。その結果，被告人から前期破水
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を起こしているので，羊水中に細菌が混入して胎児が感染症に罹患するのを防ぐ

必要があることなどを理由に，陣痛誘発剤を使用して同日中に出産した方が良い

との説明を受け，これを了承して入院した。

３ 被告人は，陣痛を誘発して分娩を早めるための陣痛誘発剤及び胎児の通過する

子宮頚管に裂傷を生じさせないように開大させるための熟化剤を投与するなどし，

分娩の促進を図って自然分娩によろうとしたものの，胎児の心拍数に異常が認め

られ仮死状態にあることが危惧されたことから，急速遂娩法である子宮底を圧迫

して分娩を早めるクリステレル法及び胎児の頭部に吸引キャップを装着して吸引

する吸引分娩法により，同日午後３時２６分ころ，男児を娩出させた。

４ 分娩後のＢの身体状況の変化及び死亡に至る経緯は，次のとおりである（以下，

時刻だけを表示したものは，平成１２年８月３１日の時刻の意味である。）。

(1) 分娩直後，胎盤受けには約３００ミリリットルの血液が溜まっており，被

告人はそれを視認したがその分量は確認していない。また，ホスピタルマット

には羊水と混じった血液が染みこんでおり，羊水と血液の合計の重量は７８０

グラムであったが，被告人はそのグラム数は確認していない。分娩直後の時点

でＢの身体状況には特に異常は認められなかった。午後４時ころからは輸液

（ラクテック）と子宮収縮剤（パルタン）を混合した毎分３０滴の点滴に交換

された。出産から約１時間経過後の午後４時３０分ころ，Ｂは病室に戻った。

同時刻のナプキン交換時に４０グラムの新たな出血が確認されたが，その血液

の色は黒っぽい色であった。

(2) 午後５時２０分ころ，ナプキンが交換された際，Ｂには２００グラムの新

たな出血が認められ，めまいの訴えもあった上，脈拍が１分間に９２回を記録

した。この結果は，その後，被告人に報告された。

(3) 午後５時４５分ころ，ナプキンが交換された際，Ｂに新たな出血３００グ

ラムが認められるとともに，収縮期血圧６０㎜Ｈｇ，拡張期血圧は不明で，脈

拍が１分間当たり９８回の数値を示した。Ｂのこの計測結果は，午後６時ころ
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被告人に報告された。被告人は，これを受けて，助産師に対し，子宮収縮剤

（パルタン）の筋肉注射を指示するとともに，診察するためＢを分娩室に移動

させるように指示し，被告人も自宅から分娩室に赴いた。

(4) 午後６時８分ころ，Ｂは分娩室に到着し，そのころから被告人による診察

が開始された。午後６時９分の時点で，Ｂの収縮期血圧は６５㎜Ｈｇ，拡張期

血圧は５８㎜Ｈｇ，脈拍は１分間当たり６１回であることが計測され，被告人

にその場で報告された。被告人の指示で，子宮収縮剤（パルタン）が点滴の側

管から注入された。

(5) 被告人が診察中の午後６時１５分に計測されたＢの収縮期血圧は６５㎜Ｈ

ｇ，拡張期血圧は５３㎜Ｈｇで，脈拍は１分間当たり３５回であり，これも被

告人にその場で報告された。午後６時１６分ころに，被告人の指示で，点滴が

二股にされ，一方から輸液（ラクテック）が全開の毎分１１０滴で，もう一方

から輸液（ラクテック）と子宮収縮剤（パルタン）の混合液が毎分３０滴で実

施された。被告人は，この時点においても出血部位や出血原因を特定すること

はできていなかった。被告人は，午後６時１６分ころから子宮内容清掃術で子

宮の内容物を排出させるとともに，膣鏡を用いてＢの子宮部等の内診を行った。

このとき７１０ミリリットルの出血が確認された。

(6) 午後６時２０分ころ，被告人の指示で昇圧剤のエフェドリンが側管から注

入された結果，Ｂの収縮期血圧は８９㎜Ｈｇ，拡張期血圧は８１㎜Ｈｇ，脈拍

が１分間当たり１６０回となったが，午後６時２６分の計測時には，収縮期血

圧は６６㎜Ｈｇ，拡張期血圧は不明となった。被告人は，午後６時４０分ころ，

子宮頚部に子宮収縮剤（プロスタ）を注射した。その後，午後６時４３分の計

測時には，Ｂの収縮期血圧は１６３㎜Ｈｇ，拡張期血圧は１２５㎜Ｈｇ，脈拍

は１分間当たり３７回となったが，午後６時４７分の計測では，再び収縮期血

圧６８㎜Ｈｇ，拡張期血圧は不明となったため，被告人は輸液やエフェドリン

の注入などの措置をとった。
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(7) 午後７時５分ころ，酸素投与が開始され，午後７時１５分ころには輸血用

血液の手配がなされた。午後７時２５分にナプキンが交換された際，１７０ミ

リリットルの出血が確認された。

(8) 午後７時３５分ころ，Ｂは意識不明に陥った。午後７時５３分ころにはシ

ョックによる心停止が発生し，気管内に挿管がされ，心臓マッサージが開始さ

れた。被告人は，Ｄ附属病院への応援要請を指示した。

(9) 午後８時１０分ころに手配中の輸血用血液が到着し，午後８時１５分ころ

から輸血が開始された。

(10) 午後８時１７分ころ，応援の麻酔科医師２名（Ｏ医師，Ｐ医師）が到着

してＢに対する蘇生措置に当たることになった。このころＢには著明なチアノ

ーゼが認められた。

(11) 午後８時４２分ころ，Ｂの腹部に膨満がみられるようになり，午後９時に

は肺水腫が生じた。また，このころ輸血が追加された。

(12) 午後９時１８分ころ，更に応援の麻酔科医師１名（Ｇ医師）が到着し，蘇

生措置が続けられたものの，午後１０時１０分にＢの死亡が確認された。

【検察官及び弁護人の主張】

１ 検察官の主張する被告人の過失は，次のとおりであり，これら(1)から(3)の過

失が併存したとしている。

(1) 分娩後のＢの内診及び視診を十分に行って，子宮頚管裂傷の有無を精査し，

早期に裂傷を発見して止血等の措置を講ずべき注意義務があるのに，子宮頚管

裂傷を見落とした過失。

(2) Ｂが多量の出血により出血性ショック状態に陥っているのを認めた場合に

は，直ちに出血量に応じた輸液措置を講じて，血圧の回復を図るとともに，午

後６時９分の時点で，以後も出血が継続する事態に備えて，予め輸血用血液を

手配すべき注意義務があるのに，出血性ショック状態に陥ったＢに対し十分な

輸液の実行及び輸血用血液の手配を怠った過失。
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(3) Ｂに対し，膣鏡を用いた内診や視診を行っても出血部位が発見できず，そ

の出血状態を速やかに回復するための措置をとることができないのであれば，

より高度の医療措置を受けさせるべく，人員・設備等が備わった高次の病院に

直ちに転院させる注意義務があるところ，出血性ショック状態に陥ったＢを高

次病院に転院させなかった過失（以下「転送義務違反」という。）。

２ 弁護人は，被告人の過失の存在を争い，被告人も公判廷においてこれに沿う供

述をしているが，その主張の要点は次のとおりである。

(1) Ｂには，出血性ショックの原因となるような子宮頚管裂傷は生じておらず，

被告人がこれを見落とした過失はない。

(2) 被告人は，出血量に応じた適切な輸液を実施しており，適切な輸液の実施

を怠った過失はない。

また，医師が診察を開始できていない段階で輸血用血液を手配すべき義務が

生じるとはおよそ考えられない。被告人は，輸液をして全身状態の回復に努め

つつ，適切な治療を行った上で，輸血用血液の取り寄せを指示しており，午後

６時９分の時点で輸血用血液の手配をすべき義務はなく，これを怠ったという

過失はない。

仮に，午後６時９分の時点で輸血用血液の手配をしたとしても，輸血だけで

はＢを救命することはできなかったから，輸血用血液の手配とＢの死亡の結果

との間には因果関係がない。

(3) 検察官は「膣鏡を用いた内診や視診を行っても出血部位が発見できず，そ

の出血状態を速やかに回復するための措置をとることができないのであれば」

高次医療機関へ転送すべき義務があったと主張しているから，転送すべき義務

が生じるのは早くても午後６時１６分ころとなる。被告人は，輸液措置を講じ

ており，その効果を確認するための一定の時間が必要であり，午後６時１６分

の時点で直ちに高次医療機関へ転送する必要はないとも評価できるが，被告人

は，転送の必要も考えて連絡先を確認していた。その際，Ｂの状態が急激に悪
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化し，そのまま転送することを断念し，全身状態の回復を待って転送すること

を考え，全身状態の管理・回復に努め，その一環として，Ｄ附属病院麻酔科へ

の応援要請を行っている。よって，被告人に検察官主張の転送義務違反はない。

また，Ｂを午後６時１６分の時点で高次医療機関に転送していたとしても，

救命が高度の蓋然性をもって可能とはいえなかったものであり，転送しなかっ

たこととＢの死亡との間には因果関係がない。

【当裁判所の判断】

１ 子宮頚管裂傷を見落とした過失

本件では，検察官の主張する子宮頚管裂傷を見落とした過失の前提として，そ

もそも，Ｂに出血性ショックの原因となる子宮頚管裂傷があるかが争われている

ので，この点についてまず検討する。

(1) 医師Ｈ作成の鑑定書（以下「Ｈ鑑定」という。）及び同医師の証人として

の公判供述によれば，Ｂの死因は，子宮頚管裂傷による出血性ショックとされ，

Ｂの子宮には３時から９時の方向に裂傷が認められたとされている。Ｈ鑑定は，

法医学の専門医である同医師が，鑑定依頼に基づいて，担当医であった被告人

による死亡診断書の記載も参考として，解剖等の客観的手法を用いて，意識的

に死亡の原因解明を目的として行ったものであり，同医師が自ら行った鑑定の

結果に基づいて作成したものと認められる。

また，被告人は，Ｂに対して，併用により子宮頚管裂傷を誘発しやすい陣痛

促進剤を投与するとともに，子宮頚管に人為的に拡張作用をもたらす，クリス

テレル法や吸引分娩法を用いたことが認められる。

こうした事実に基づいて検討すると，Ｂの子宮頚管に裂傷が存在したとする

Ｈ鑑定には一応の信用性が認められる。

(2) 一方，証人Ｏは，被告人の要請に応じてＡに赴き，Ｂの救命措置を行った

医師の１人であるところ，同人は，上記Ｈ医師による司法解剖にも呼ばれて立

ち会い，Ｈ医師から子宮頚管裂傷についてここがそうですというように見せて
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もらった記憶があるがはっきり分からなかった旨供述している。

また，証人Ｉは，Ｄ産婦人科教授で医師であるところ，助教授であった平成

１７年１０月ころ，Ｈ医師からＢのカルテや司法解剖時に撮影した写真を見せ

られて子宮頚管裂傷の有無を尋ねられた際，写真からははっきりしないと答え

た旨，そして，Ｈ医師からホルマリン固定して保存されていたＢの子宮標本を

見せられて，子宮頚管裂傷の存在について意見を求められた際，Ｂの子宮頚管

に裂傷はありませんと答えた旨供述している。そして，証人Ｉは，子宮をホル

マリン固定することによって，出血性ショックを起こすような頚管裂傷が分か

らなくなることはないとも供述している。

さらに，証人Ｊは，産婦人科医師であるところ，Ｂの子宮の解剖写真を見て

子宮頚管裂傷の有無を検討した限りでは，一目見てどこが子宮頚管裂傷かは判

別できなかったが，あるとすれば零時から１時の部位に当たる位置にあるかと

思った旨供述している。また，同じく産婦人科医師の証人Ｋも，解剖写真によ

っては子宮頚管裂傷は分からない，１時から２時くらいのところかなというの

が率直な印象である旨供述している。

そして，被告人は，公判廷においては，被告人がＢに午後５時４５分ころに

異常出血があった事実を助産師等から報告を受けた後，午後６時８分ころから

診察を行い，視診，触診等の方法で子宮頚部も診察を行ったが裂傷は見つから

なかったと供述している。

(3) 出産後の子宮からの出血は，胎盤がはがれた結果露出した血管から通常見

られるものであるが，頚管裂傷は，胎児の娩出時の細くなっている子宮頚管を

拡張する力の作用により，これが裂ける現象で，動脈も損傷するため出血は鮮

紅色を呈することが多い上，出血は裂傷発生直後から持続的に生じることが多

いとされている。しかし，本件の場合，証人Ｃの供述やカルテ等の証拠によれ

ば，Ｂの出血は，分娩から１時間経過後の午後４時３０分ころには，４０グラ

ムの新たな出血，それもやや黒っぽい色の出血が認められたにとどまっていて，
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出産直後からの持続的な鮮紅色の出血はなかったと認められる。

(4) 前項の事実に，前記(2)の各証人の供述を総合して判断すると，Ｂの子宮頚

管にＢにおいてみられるような多量の出血を伴う裂傷が生じていたと認めるに

は合理的な疑いがあるといわざるを得ない。

したがって，検察官の子宮頚管裂傷の存在を前提とする過失の主張は理由が

ない。

２ 輸液措置を怠った過失及び輸血の手配を怠った過失

関係証拠によれば，被告人は，午後４時ころから，継続的に輸液を行っており，

Ｂの出血に対応して，午後６時１６分ころからは輸液の速度を上げている。この

被告人の輸液措置が不適切であったと認定するに足る証拠はない。そして，仮に

被告人が実際に行われた以上の輸液措置を実施し，午後６時９分に輸血の手配を

行っていたとしても，結局，出血原因が不明であったことやＡの人的・物的能力

等に照らして，そのような輸液や輸血によって，確実にＢの死亡の結果を回避す

ることができたとは認められない。

したがって，輸液措置を怠った過失及び輸血の手配を怠った過失があるとの検

察官の主張は理由がない。

３ 高次医療機関への転送義務違反

(1) 出血性ショック状態の発生時期

検察官の主張は，Ｂが，午後５時４５分ころには出血性ショックに陥ってい

たことを前提とするものであるが，弁護人は，その時点でＢに意識があり，そ

の後，被告人が午後６時過ぎから行った診察の際に会話もできていたこと等を

根拠にこれを争っている。そこで，この点について検討する。

ア 出血性ショックは，出血が原因となって体内から血液が失われることによ

って引き起こされる全身状態の悪化を指す概念であり，血圧低下，脈拍増加

等のショック症状を呈するものをいう。出血量が８００ミリリットル以上に

なると出現することが多いとされている。ショック症状にあるか否かについ
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ては，以下のような項目の確認によって客観的に診断することが可能とされ

る。

(ア) 血圧

収縮期血圧が７０㎜Ｈｇ以下となり，または平常より２５パーセント以

上血圧が下降する。収縮期血圧と拡張期血圧との差が減少する。

(イ) 脈拍

１分間の脈拍が１００回以上となる。

(ウ) 呼吸

呼吸数が増加する。呼吸は浅くなり呼吸困難を訴える。ときにはチアノ

ーゼが見られる。

(エ) そのほかでは，尿量の低下，尿検査，血液検査等がある。

イ Ｂについてのカルテ（弁１３）及び産科記録（弁１４）によると，午後５

時４５分にはＢは，上記のとおり，収縮期血圧６０㎜Ｈｇ，拡張期血圧は不

明であり，脈拍が１分間当たり９８回の数値を示していたことが認められる。

収縮期血圧６０㎜Ｈｇは，一般的に重篤なショック状態を示すと理解され

ており，拡張期血圧が不明というのは計測が不能な状態に至っていたとも考

えられる。また，１分間当たりの脈拍が９８回という数値は，上記のショッ

ク状態を示す脈拍に近い数値である。そして，上記カルテによれば，Ｂの血

圧あるいは脈拍の異常は，午後６時４３分に一時的に改善されたのを除けば

午後５時２０分ころから継続していたと認められる。

ウ また，分娩時以後，客観的に確認されているＢの出血量としては，分娩時

の３００ミリリットル，午後４時３０分ころの４０グラム，午後５時２０分

ころの２００グラム，午後５時４５分ころの３００グラムであり，合計する

と約８４０ミリリットルに及んでいるから，これだけでも，一般にショック

症状が現れることが多いとされている上記出血量８００ミリリットルを超え

ている。そして，量の確定はできないものの，分娩時にホスピタルマットに
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吸収されていた血液もこれに加えられることになる。

エ 出血性ショックは，継続的な全身症状であり，時間の経過とともにその影

響により全身症状が悪化していくものであって，その初期の段階では直ちに

患者の意識が失われたり，会話が不可能となるわけではない。カルテによる

と，Ｂの場合も上記のとおり午後５時２０分ころから血圧あるいは脈拍の異

常が見られるようになり，その症状は次第に増悪して午後７時３５分には意

識不明となり，午後７時５３分ころからは心臓マッサージを要する状態にな

ったことが認められる。したがって，被告人が午後６時８分ころからＢを診

察した際に，同人に意識があり被告人との会話が可能であったとしても，こ

の事実をもって，Ｂがショック状態になかった根拠とすることは相当ではな

い。

オ 証人Ｏ，証人Ｈ，医師Ｋの鑑定書（弁２２）及び医師Ｌの鑑定意見書（弁

２５）は，カルテ等の資料に基づいて，いずれもＢが午後５時４５分ころに

はショック状態にあったとしている。

カ 以上を総合すれば，Ｂは午後５時４５分ころには出血性ショック状態に陥

っていたと認めるのが相当である。

(2) 被告人がＢを高次医療機関に転送する必要性を判断し得る状況の存在につ

いて

ア 出血性ショックに対する処置

(ア) 出血性ショックは，出血に起因して臓器あるいは組織に対して十分な

酸素が供給されないことから細胞が代謝障害を来した状態をいい，代謝障

害はさらに循環障害を引き起こし，症状が進行し不可逆期を超えると有効

な症状の改善療法がなく死の転帰に至る。

(イ) したがって，上記のような出血性ショックに対する治療としては，症

状が進行して不可逆な状態になる前の早期の段階で，原因となっている出

血を止めるとともに，臓器あるいは組織に対して十分な酸素を供給する措
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置を講じて，生じている障害を改善する必要があるとされる。

イ Ｂが出血性ショック状態に陥っていた事実についての被告人の認識

(ア) 被告人は，分娩直後に胎盤受けに溜まった３００ミリリットルの出血

量を見ていたこと，ホスピタルマットに染みこんだ出血量や午後４時３０

分ころの４０グラムの出血についての報告は受けていなかったが，午後５

時２０分過ぎころに２００グラムの出血の報告を受け，その後，午後６時

ころ，更に３００グラムの出血と収縮期血圧６０㎜Ｈｇ，拡張期血圧は不

明，脈拍１分間当たり９８回の数値の報告を受けて，直ぐに診察のために

Ｂを分娩室に入れるように指示し，診察に赴いている。被告人は診察に取

りかかる段階でカルテにも目を通したものと推認できる。

(イ) そして，被告人が診察を開始し，午後６時９分にＢの収縮期血圧６５

㎜Ｈｇ，拡張期血圧５８㎜Ｈｇ，脈拍１分間当たり６１回の数値が，午後

６時１５分に収縮期血圧６５mmHg，拡張期血圧５３mmHg，脈拍１分間当た

り３５回の数値が，それぞれその場で被告人に報告され，被告人はこれを

認識し，午後６時１６分ころには輸液の速度を速め，子宮内容清掃術を開

始した。

(ウ) 被告人の検察官調書によれば，被告人はＢがショック状態にあること

を認識して，Ｂを再度分娩室に移して診察を始めたとする旨の記載があり，

被告人は，公判においても，午後６時９分の時点で出血が１０００ミリリ

ットルを超える可能性があると考えて診察を行った旨供述している。

(エ) これらの事実に照らすと，被告人は，Ｂが午後５時４５分ころから出

血性のショック状態に陥っていることを，午後６時１６分には認識したと

認められる。

ウ 当時のＡにおけるショック状態に対応した救命のための処置を講じる能力

についてみると，被告人の公判供述及び検察官調書によれば，Ｂの出産当時，

Ａには輸血用血液の備蓄はなく，産婦人科の医師は被告人及び被告人の父親
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の２人であったが，父親は当時８０歳の高齢であったこと，麻酔科の専門医

はいなかったことが認められる。こうした事実からすれば，ショック状態に

陥ったＢを救命するための処置を講じる人的・物的能力はいずれも整ってい

なかったと認められ，このことは被告人自身認識していたことが認められる。

エ そして，被告人は，午後６時８分ころから６時１６分にかけて行った診察

によっても，出血原因を解明することはできない状態であった。

オ 以上からすると，午後６時１６分の時点において，被告人は，Ｂが出血性

ショック状態に陥っていることを認識していたところ，午後６時８分ころか

らの診察によっても出血原因は分からない状態であり，Ａには，このような

Ｂのショック状態に対応して，その全身状態を管理しつつ出血原因を特定し

て止血するための十分な人的・物的能力が整っていないことを被告人は認識

していたのであるから，被告人としては，午後６時１６分の時点で，Ｂの救

命のために，速やかにショック状態への対応が可能な高次医療機関へＢを転

送する決断をすることができる状況にあったと認められる。

カ この点，検察官は，午後６時９分の時点で転送すべき義務があった旨も主

張している。

しかし，午後６時９分の時点は，検察官が主張する「内診や視診を行って

も出血部位が発見できない場合に転院させるべき義務」の前提となる診察を

開始した直後の段階である。また，被告人におよそ産婦人科医師としての能

力が欠けていて，被告人が診察しても出血箇所を特定し，止血することが期

待できないというのであればともかく，被告人には産婦人科医師として多数

の臨床経験があること等からすると，被告人が午後６時ころの報告を受けて，

直ちにＢを分娩室に入れるように指示し，分娩室において診察を行ったこと

は，医師のその時点での判断として必ずしも不適切であったとはいえない。

したがって，午後６時９分の時点で転送義務があったということはできな

い。
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(3) 被告人に転送義務を怠った過失があるか否かについて

ア 被告人に午後６時１６分の時点でＢを高次医療機関に転送すべき刑法上の

義務があり，その義務を怠ったことからＢに死亡という結果が発生したとい

えるかについて検討する。

被告人が，Ｂの転送義務を怠り，Ｂを死に致らしめたと認められるために

は，被告人がその時点で転送していれば，Ｂの死亡という結果を確実に回避

できたことが合理的な疑いを入れる余地のない程度に証明される必要がある。

イ Ａから高次医療機関への転送の手続

Ａは，名古屋市ａ区内に所在しており，救命救急医療が可能な近距離にあ

る高次医療機関としては，同市ｅ区内所在のＭ病院等が挙げられる。証人Ｏ

の供述によれば，救急搬送には救急車が用いられるが，名古屋市内において

出動の依頼があった場合の到着までに要する時間は通常五，六分とされ，そ

れから搬送先が決まるまで５分程度，搬送に要する時間は１０分程度と見込

まれる。証人Ｏの上記各所要時間の根拠は，同人が日常的に救急活動に携わ

っているＮに問い合わせた結果であって，その信用性は高い。

ウ 転送による救命可能性

(ア) 証人Ｏは，「一般にショック状態にあっても心臓が動いている段階で

処置をすれば救命の可能性は高い。Ｂの場合は，実際に心停止になったの

は午後６時１５分からほぼ１時間３０分後であるが，午後６時１６分の時

点で酸素投与と輸液等を開始しながら転送の手続をすれば，３０分から４

５分以内に輸血をすることができ，そうすれば，その心停止の時間ももっ

と後になる。午後６時１６分の時点で転送の手続を開始すれば，９０パー

セントの確率でＢを救命できた。」旨供述している。この供述によれば，

転送に必要な時間及び到着後輸血が開始されるまでの時間を多少見込んだ

としても，被告人がＢのショック症状を認識し転送の判断ができた午後６

時１６分に転送の手続をとっていれば，Ｂを確実に救命することができた
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ことになる。証人Ｏは，実際に午後８時すぎからＢの蘇生措置を行った者

であり，麻酔科医として救命救急の分野も専門にしている医師として，自

らの多数の救命救急の臨床経験に基いて供述していることから，その供述

には相当の信用性が認められる。

(イ) これに対し，午後６時１６分に転送の手続をした場合の救命可能性に

ついて，証人Ｊは，十中八九という高い確率で救命できたとはいえないと

し，証人Ｌ及び同人の鑑定意見書は，救命の高度の蓋然性があったとは言

えず，せいぜい五分五分であったとし，証人Ｋ及び同人の鑑定書は，救命

が合理的な疑いを入れない程度に可能であったと評価するのは困難である

としている。

ａ 証人Ｊは，産婦人科を専門とする医師として，本件の捜査段階で，検

察官から依頼を受け，Ｂに子宮頚管裂傷が生じていたことを前提として，

その救命のために何をすべきであったかを鑑定人的な立場で検察官に対

して説明をし，検察官調書（甲１０）が作成されたところ，その調書の

内容について確認するため尋問が行われた。証人Ｊは，午後６時１６分

に高次医療機関への転送の措置をとっていた場合の救命可能性について，

要旨次のような供述をしている。すなわち，検察官調書の中に，高次医

療機関に転送していたら救命可能であったとの供述の記載があるが，そ

れは十中八九の高い確率をもって救命できたという趣旨を述べたもので

はない。午後６時１６分ころに子宮頚管裂傷を発見したと仮定し，その

ころに高次医療機関に転送していたとしても，Ｂはいわゆる重症ショッ

クの状態になって３０分以上経過しており，その段階では汎発性血管内

血液凝固症候群（ＤＩＣ）を併発していた可能性も否定できず，多臓器

不全の状況になれば不可逆的なダメージが生じ，単純に出血点を止めて

輸血だけすれば救命できるという状況でなくなっている可能性もあるの

で，救命の確率については何とも言えない。
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ｂ 証人Ｋは，産婦人科を専門とする医師として，被告人の依頼を受けて，

本件の診療録，Ｈ鑑定，Ｊ医師やＨ医師の供述調書等を資料として，Ｂ

の出血原因や救命可能性について鑑定し，鑑定書（弁２２）を作成した。

証人Ｋは，その鑑定書において，午後６時１６分に開始した子宮内容清

掃術において多量の出血が認められた時点で高次医療機関へ転送すべき

であったとした上で，その時点での救命可能性については，不確定な要

素が多く厳密に救命可能性を論じるのは困難であり，救命が合理的な疑

いを入れない程度に可能であったと評価するのは困難と考えるとし，公

判廷においても同旨の供述をしている。そして，その理由として，典型

的な頚管裂傷があったとは認め難く，弛緩性出血の可能性もあり，その

場合でもショックに陥った後の症状の推移は急激である上，弛緩性出血

以外の別の要因，特に羊水塞栓症によるＤＩＣショックを併発していた

可能性も否定できないこと，頚管裂傷による出血性ショックである場合

でも，その診断は容易ではなく，転送先の高次医療機関の医師が裂傷部

位を的確に診断し止血が奏功しなければ救命可能性は低くなること，出

血原因や出血部位が確定できない場合には，最後の手段として，開腹し

て子宮全部を摘出する手術を行うが，手術そのものが侵襲であり手術に

よる出血や血圧低下の可能性もあること，搬送中や輸血の開始までの間

に状態が更に悪化することもあることなどを挙げている。

ｃ 証人Ｌは，救命救急を専門とする医師として，弁護人の依頼に基づい

て，Ｈ鑑定，カルテの記載及び公判廷における証人Ｏの供述，Ｋ医師作

成の鑑定書等を資料として，Ｂの転送による救命可能性を鑑定し，鑑定

意見書（弁２５）を作成した。証人Ｌは，その鑑定意見書において，

「妊婦は妊娠末期になると血液凝固機能が亢進する一方で，凝固を防ぐ

ための線維素溶解系酵素も上昇するなど，凝固系と線溶系が非常に微妙

なバランスで維持されている。このため，大量出血により，ひとたびこ
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のバランスが崩れると，更なる大量出血をきたしたり，ＤＩＣをきたし

やすい。分娩後出血は，通常の外傷等による大量出血とは病態が異なっ

ており，救命可能性を検討する上では，他の出血性ショックと同列に論

じることはできない。」「Ｂのショックの持続状況から見て，多臓器不

全や急性呼吸窮迫症候群（ＡＲＤＳ）を起こす可能性は決して低くなく，

午後６時１６分以降に高次医療機関に転送しても，心不全徴候，それに

続発する肺機能不全が起こる可能性は高く，さらに，腎臓や肝臓も含め

た多臓器不全やＡＲＤＳに移行する可能性を考えた場合に，救命できた

高度の蓋然性があるとはいえず，せいぜい五分五分程度である。」旨述

べ，公判においても同旨の供述をしている。

(ウ) 証人Ｊ，証人Ｋ及び証人Ｌは，それぞれ産婦人科あるいは救命救急に

かかわる専門医の立場から，午後６時１６分の時点で高次医療機関へ転送

の手続をしてもＢを確実に救命できたとはいえないとしているのであるが，

これらの見解もまた，各証人の臨床経験や専門知識に基づくものであって，

その内容からしても一概に否定することはできない。そして，前述のとお

り，Ｂの全身状態は，午後５時２０分ころから午後５時４５分ころの間の

出血により急激に悪化し，午後５時４５分ころにはショック状態に陥って

おり，午後６時１６分の段階ではそのショック状態になってから既に３０

分が経過していて，午後６時１５分に計測された血圧や脈拍からすればそ

のショック状態は重篤になっていたこと，証人Ｊの供述，証人Ｋの供述及

び鑑定書，証人Ｌの供述及び鑑定意見書等の関係証拠によれば，周産期の

妊婦の身体は特殊な状態にあり，分娩後出血による出血性ショックは，Ｄ

ＩＣを発症しやすい等の特殊性があるため，救命可能性を検討する上では，

他の出血性ショックと必ずしも同列に論じることはできないと考えられる

こと，前述の証人Ｏの供述は，妊婦が分娩後出血によって出血性ショック

状態にある場合の救命可能性に関する実証データに基いているものではな
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いこと，Ｂの出血部位や出血原因は現段階でも特定できていないことなど

も併せ考えると，証人Ｏの見解を全面的に採用し、午後６時１６分の時点

で転送の手続をすれば９０パーセントの確率でＢを救命できたと認めるこ

とはできない。

なお，証人Ｈは，午後６時１６分に多量の輸液など適切な処置をしつつ

転送すれば救命の可能性はある旨述べているが，同証人は子宮頚管裂傷が

出血原因であることを前提として救命可能性について述べており，出血原

因が特定できない状況である本件の場合とは前提が異なっている上，救命

可能性の程度についてははっきり言えないと述べており，この証人Ｈの供

述は，上記の検討結果を左右しない。

エ 以上のことからすれば，仮に被告人が午後６時１６分の時点でＢを高次医

療機関に転送する手続をしていたとしても，Ｂを確実に救命できたと認める

には合理的な疑いが残る。したがって，被告人に午後６時１６分の時点でＢ

を高次医療機関へ転送すべき刑法上の注意義務があったとは認められない。

４ 以上の検討結果によれば，本件全証拠によっても検察官の主張する過失によっ

てＢを死亡させるに至ったとする公訴事実はその証明がないことに帰する。

よって，刑事訴訟法３３６条により，被告人に対し無罪の言渡しをする。

（求刑 罰金５０万円）

平成１９年３月１９日

名古屋地方裁判所刑事第５部

裁判長裁判官 伊 藤 新 一 郎
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裁判官 波 多 江 真 史

裁判官 溝 田 泰 之


